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平成 19 年３月期 個別中間財務諸表の概要 平成 18 年 11 月２日 

 

上場会社名 ツインバード工業㈱ 上場取引所 東 

コ ー ド 番 号 6897 本社所在都道府県 新潟県 

（ＵＲＬ http://www.twinbird.jp ）   

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 野水 重勝 TEL (0256) 92 – 6111 

問合せ責任者 役職名 取締役経理部長 氏名 太中 秀夫  
中間決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月１日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成 －年 －月 －日 単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株） 

 

１．平成 18 年９月中間期の業績（平成 18 年３月 26 日 ～ 平成 18 年９月 25 日） 
（１）経営成績 （百万円未満切捨） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18 年９月中間期 5,295 △8.7 △165 － △393 －  

17 年９月中間期 5,802 △0.8 13 △81.8 3 △96.5  

18 年３月期 12,038  △178 △324   

 

 中間（当期）純利益 
１ 株 当 た り 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益

  

 百万円 ％ 円 銭  

18 年９月中間期 △712 － △78.97  

17 年９月中間期 △14 － △1.61  

18 年３月期 △317  △35.19  

（注） ①期中平均株式数 18 年９月中間期 9,028,500 株 17 年９月中間期 9,030,000 株 18 年３月期 9,029,592 株 

 ②会社処理の方法の変更 有 

 ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 １ 株 当 た り 純 資 産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

18 年９月中間期 10,235  3,377 33.0 374.13 

17 年９月中間期 11,558  4,498 38.9 498.20 

18 年３月期 11,307  4,217 37.3 467.16 

（注） ①期末発行済株式数 18 年９月中間期 9,028,500 株 17 年９月中間期 9,030,000 株 18 年３月期 9,028,500 株 

 ②期末自己株式数 18 年９月中間期 1,500 株 17 年９月中間期 － 株 18 年３月期 1,500 株 

 

２．平成 19 年３月期の業績予想（平成 18 年３月 26 日 ～ 平成 19 年３月 25 日） 

１株当たり年間配当
 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

期 末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 11,600  △636 △840  － －

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）△93 円 04 銭 

 

３．配当状況 

・現金配当 １株当たり配当金（円）  

 中間期末 期末 年間  

18 年３月期 －  －  －   

19 年３月期（実績） －  －   

19 年３月期（予想） －  －  
－  
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５．中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 （単位：千円） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成 17 年９月 25 日） （平成 18 年９月 25 日） （平成 18 年３月 25 日）
区    分 

注記

番号

金  額 構成比 金  額 構成比

増減金額 

金  額 構成比

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

1. 現金預金 ※２ 950,293 1,281,849 331,555 915,520 

2. 受取手形 ※２ 570,427 395,353 △175,073 642,297 

3. 売掛金  2,091,813 1,572,730 △519,082 2,034,737 

4. 棚卸資産  2,787,982 2,552,978 △235,003 2,700,805 

5. その他  349,743 372,987 23,243 382,528 

6. 貸倒引当金  △7,050 △18,970 △11,920 △24,440 

流動資産合計  6,743,210 58.3 6,156,929 60.2 △586,281 6,651,450 58.8

Ⅱ 固定資産      

(1) 有形固定資産      

1. 建物 ※1,2 953,254 879,582 △73,672 913,413 

2. 金型 ※１ 592,507 291,727 △300,779 555,563 

3. 土地 ※２ 1,656,351 1,586,626 △69,725 1,656,351 

4. その他 ※１ 348,327 306,416 △41,910 292,697 

有形固定資産合計  3,550,440 30.7 3,064,353 29.9 △486,087 3,418,026 30.2

(2) 無形固定資産  44,561 0.4 34,766 0.3 △9,795 40,223 0.4

(3) 投資その他の資産      

1. 投資有価証券 ※２ 984,614 759,035 △225,578 984,302 

2. その他  708,244 285,706 △422,538 272,988 

3. 貸倒引当金  △472,947 △65,315 407,631 △59,107 

投資その他の資産合計  1,219,911 10.6 979,426 9.6 △240,485 1,198,183 10.6

固定資産合計  4,814,913 41.7 4,078,545 39.8 △736,368 4,656,433 41.2

資産合計  11,558,124 100.0 10,235,474 100.0 △1,322,649 11,307,883 100.0
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前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成 17 年９月 25 日） （平成 18 年９月 25 日） （平成 18 年３月 25 日）
区    分 

注記

番号

金  額 構成比 金  額 構成比

増減金額 

金  額 構成比

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

1. 支払手形  685,466 592,019 △93,447 717,541 

2. 買掛金  355,049 270,812 △84,237 384,585 

3. 短期借入金 ※２ 1,461,000 1,567,000 106,000 1,374,000 

4. １年以内返済予定

長期借入金 
※２ 1,051,729 1,129,430 77,701 1,139,553 

5. １年以内償還予定

社債 
 80,000 80,000 － 80,000 

6. 未払法人税等  13,576 11,047 △2,528 23,561 

7. 未払消費税等  14,544 9,924 △4,620 － 

8. 賞与引当金  104,279 102,023 △2,256 102,000 

9. リコール損失引当

金 
 8,317 105,523 97,206 9,000 

10. 債務保証損失引当

金 
 49,280 － △49,280 － 

11. その他  420,390 360,292 △60,097 410,439 

流動負債合計  4,243,633 36.7 4,228,073 41.3 △15,560 4,240,681 37.5

Ⅱ 固定負債      

1. 社債  280,000 200,000 △80,000 220,000 

2. 長期借入金 ※２ 1,871,495 1,822,003 △49,492 1,920,155 

3. 繰延税金負債  194,305 123,523 △70,781 209,753 

4. 退職給付引当金  210,311 243,824 33,512 234,770 

5. 役員退職慰労引当

金 
 254,654 238,894 △15,760 259,490 

6. その他  4,967 1,331 △3,636 5,269 

固定負債合計  2,815,733 24.4 2,629,576 25.7 △186,157 2,849,437 25.2

負債合計  7,059,366 61.1 6,857,649 67.0 △201,717 7,090,119 62.7
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前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成 17 年９月 25 日） （平成 18 年９月 25 日） （平成 18 年３月 25 日）
区    分 

注記

番号

金  額 構成比 金  額 構成比

増減金額 

金  額 構成比

（資本の部）      

Ⅰ 資本金  1,742,400 15.1 － － △1,742,400 1,742,400 15.4

Ⅱ 資本剰余金      

   資本準備金  1,748,600 － △1,748,600 1,748,600 

  資本剰余金合計  1,748,600 15.1 － － △1,748,600 1,748,600 15.4

Ⅲ 利益剰余金      

1. 利益準備金  137,350 － △137,350 137,350 

2. 任意積立金  568,184 － △568,184 568,184 

3. 中間未処分利益又

は当期未処理損

失（△） 

 45,234 － △45,234 △258,013 

利益剰余金合計  750,769 6.5 － － △750,769 447,521 4.0

Ⅳ その他有価証券評

価差額金 
 256,987 2.2 － － △256,987 279,740 2.5

Ⅴ 自己株式  － － － － － △497 △0.0

資本合計  4,498,757 38.9 － － △4,498,757 4,217,764 37.3

負債・資本合計  11,558,124 100.0 － － △11,558,124 11,307,883 100.0

      

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

1. 資本金  － － 1,742,400 17.0 1,742,400 － －

2. 資本剰余金      

(1) 資本準備金  － 1,748,600 1,748,600 － 

資本剰余金合計  － － 1,748,600 17.1 1,748,600 － －

3. 利益剰余金      

(1) 利益準備金  － 137,350 137,350 － 

(2) その他利益剰

余金 
     

固定資産圧縮積

立金 
 － 29,184 29,184 － 

別途積立金  － 279,000 279,000 － 

繰越利益剰余金  － △710,952 △710,952 － 

その他利益剰余金

合計 
 － △402,767 △402,767 － 

利益剰余金合計  － － △265,417 △2.6 △265,417 － －

4. 自己株式  － － △497 △0.0 △497 － －

株主資本合計  － － 3,225,084 31.5 3,225,084 － －

Ⅱ 評価・換算差額等      

1. その他有価証券評

価差額金 
 － 152,740 152,740 － 

評価・換算差額等合計  － － 152,740 1.5 152,740 － －

純資産合計  － － 3,377,825 33.0 3,377,825 － －

負債・純資産合計  － － 10,235,474 100.0 10,235,474 － －
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(2) 中間損益計算書 （単位：千円） 

前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成 17 年３月 26 日

至 平成 17 年９月 25 日）

（自 平成 18 年３月 26 日

至 平成 18 年９月 25 日）

（自 平成 17 年３月 26 日

至 平成 18 年３月 25 日）

区    分 
注記

番号

金  額 百分比 金  額 百分比

増減金額 

金  額 百分比

Ⅰ 売上高  5,802,956 100.0 5,295,738 100.0 △507,217 12,038,586 100.0

Ⅱ 売上原価  4,482,048 77.2 4,115,818 77.7 △366,230 9,696,722 80.5

売上総利益  1,320,907 22.8 1,179,920 22.3 △140,987 2,341,863 19.5

Ⅲ 販売費及び一般管

理費 
 1,307,359 22.5 1,345,765 25.4 38,406 2,520,765 21.0

営業利益又は営業損

失（△） 
 13,548 0.3 △165,845 △3.1 △179,393 △178,901 △1.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 129,549 2.2 77,168 1.4 △52,380 241,109 2.0

Ⅴ 営業外費用 ※２ 139,374 2.4 305,077 5.7 165,702 386,351 3.2

経常利益又は経常損

失（△） 
 3,722 0.1 △393,754 △7.4 △397,477 △324,143 △2.7

Ⅵ 特別利益 ※３ 3,260 0.1 54,017 1.0 50,757 76,333 0.6

Ⅶ 特別損失 ※４ 16,506 0.4 369,978 7.0 353,471 58,961 0.5

税引前中間（当期）

純損失 
 9,524 △0.2 709,715 △13.4 700,191 306,772 △2.6

法人税、住民税及び

事業税 
 5,000 0.1 3,223 0.1 △1,776 11,000 0.0

中間（当期）純損失  14,524 △0.3 712,939 △13.5 698,414 317,772 △2.6
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(3) 中間株主資本等変動計算書 

当中間会計期間（自平成 18 年３月 26 日 至平成 18 年９月 25 日） （単位：千円） 

 株 主 資 本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 
 資本金 資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 固定資産 

圧縮積立金 

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金 

平成 18年３月 25日 残高 1,742,400 1,748,600 1,748,600 137,350 29,184 539,000 △258,013

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の取崩   △260,000 260,000

中間純損失（△）    △712,939

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

   

中間会計期間中の変動額

合計 
  △260,000 △452,939

平成 18 年９月 25日 残高 1,742,400 1,748,600 1,748,600 137,350 29,184 279,000 △710,952

 

 株主資本 評価・換算差額等 

利益剰余金 

 利益 

剰余金 

合計 

自己株式
株主資本

合計 

その他 

有価証券

評価差額金

評価・換算 

差額等合計 

純資産 

合計 
 

平成 18年３月 25日 残高 447,521 △497 3,938,023 279,740 279,740 4,217,764 

中間会計期間中の変動額    

別途積立金の取崩  －  － 

中間純損失（△） △712,939 △712,939  △712,939 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

 △127,000 △127,000 △127,000 

中間会計期間中の変動額

合計 
△712,939 △712,939 △127,000 △127,000 △839,939 

平成 18年９月 25日 残高 △265,417 △497 3,225,084 152,740 152,740 3,377,825 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

項  目 （自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 17 年９月 25 日） 

（自 平成 18 年３月 26 日 

至 平成 18 年９月 25 日） 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

②その他の有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算出） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

(2) デリバティブ 

時価法 

(3) 棚卸資産 

①製品・原材料・仕掛品 

総平均法による原価法 

②貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

ただし、劣化資産について

は、減耗度控除法による原

価法 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

②その他の有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算出）

時価のないもの 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) 棚卸資産 

①製品・原材料・仕掛品 

同左 

②貯蔵品 

同左 

 

(1) 有価証券 

①子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

②その他の有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算出） 

時価のないもの 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) 棚卸資産 

①製品・原材料・仕掛品 

同左 

②貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成 10 年４月 1 日

以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定

額法 

主な耐用年数 

建物 15～31 年

機械装置 ７～11 年

金型 ２年

(2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウエア 

社内における見込利用可

能期間（３～５年）に基

づく定額法 

その他の無形固定資産 

定額法 

(3) 長期前払費用 

定額法 

(1) 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウエア 

同左 

 

 

その他の無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 無形固定資産 

自社利用のソフトウエア 

同左 

 

 

その他の無形固定資産 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支払にあてるため、支給

見込額に基づき計上しており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 
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前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

項  目 （自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 17 年９月 25 日） 

（自 平成 18 年３月 26 日 

至 平成 18 年９月 25 日） 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

(3) リコール損失引当金 

平成 13 年から平成 15 年に

製造しました充電式スティッ

ク型クリーナーの充電台の自

主回収・無償交換に伴う損失

見込額を計上しております。

(3) リコール損失引当金 

平成 13 年から平成 15 年に

製造しました充電式スティッ

ク型クリーナーの充電台、及

び平成 16 年から平成 18 年に

製造しましたジューサーのフ

ィルターの自主回収・無償交

換に伴う損失見込額を計上し

ております。 

(3) リコール損失引当金 

平成 13 年から平成 15 年に

製造しました充電式スティッ

ク型クリーナーの充電台の自

主回収・無償交換に伴う損失

見込額を計上しております。

 (4) 債務保証損失引当金 

債務保証に係る損失に備え

るため、被保証先の財政状態

等を勘案し、損失負担見込額

を計上しております。 

(4)    ――――― 

 

(4)    ――――― 

 

 (5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。なお、会計基準変更

時差異については、５年によ

る按分額を費用処理しており

ます。数理計算上の差異につ

いては、各事業年度の発生時

における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（15

年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌

事業年度から費用処理してお

ります。 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。数理計算上の差異に

ついては、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（15 年）による定額法により

按分した額を、それぞれ発生

の翌事業年度から費用処理し

ております。 

(5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異に

ついては、５年による按分額

を費用処理しております。数

理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（15 年）による定額法により

翌期から費用処理しておりま

す。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく中

間期末要支給額を計上してお

ります。 

(6) 役員退職慰労引当金 

同左 

(6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜

方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 17 年９月 25 日） 

（自 平成 18 年３月 26 日 

至 平成 18 年９月 25 日） 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成 14 年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10 月 31 日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

――――――― 

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成 17 年 12 月９日）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を

適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は 3,846,274 千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

――――――― 

 

 

追加情報 

前中間会計期間 当中間会計期間 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 17 年９月 25 日） 

（自 平成 18 年３月 26 日 

至 平成 18 年９月 25 日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

方法） 

実務対応報告第 12 号「法人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成 16 年２月 13 日）が公表されたことに伴い、当中

間会計期間から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値

割及び資本割８百万円を販売費及び一般管理費として処理して

おります。 

───── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

平成 17 年９月 25 日 平成 18 年９月 25 日 平成 18 年３月 25 日 

※１.有形固定資産の減価償却累計額 

 11,437,817 千円  

※１.有形固定資産の減価償却累計額 

 6,621,019 千円 

※１.有形固定資産の減価償却累計額 

 11,478,103 千円 

※２.担保提供資産及びこれに対応する債務 

 (1) 担保提供資産 

預金 65,100 千円 

受取手形 252,273  

建物 925,316  

土地 1,472,672  

投資有価証券 669,898  

計 3,385,259  

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 1,461,000 千円 

１年以内返済予

定長期借入金 
1,051,729  

長期借入金 1,871,495  

 計 4,384,224   

※２.担保提供資産及びこれに対応する債務

 (1) 担保提供資産 

預金 65,100 千円

受取手形 246,741  

建物 853,462  

土地 1,472,672  

投資有価証券 556,481  

計 3,194,457  

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 1,567,000 千円

１年以内返済予

定長期借入金 
1,129,430  

長期借入金 1,822,003  

 計 4,518,433   

※２.担保提供資産及びこれに対応する債務

 (1) 担保提供資産 

預金 65,100 千円

受取手形 249,277  

建物 886,416  

土地 1,472,672  

投資有価証券 771,671  

計 3,445,136  

(2) 上記に対応する債務 

短期借入金 1,374,000 千円

１年以内返済予

定長期借入金 
1,139,553  

長期借入金 1,920,155  

 計 4,433,708   

 ３.保証債務 

北日本物産㈱ 27,410  

（金融機関借入金）  

 ３.保証債務 

北日本物産㈱ 13,130 千円

（金融機関借入金） 

 ３.保証債務 

北日本物産㈱ 20,270 千円

（金融機関借入金） 

 ４.受取手形割引高       321,133 千円  ４.受取手形割引高       257,222 千円  ４.受取手形割引高       254,429 千円
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 17 年９月 25 日） 

（自 平成 18 年３月 26 日 

至 平成 18 年９月 25 日） 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

※１.営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 721 千円 

受取配当金 23,433  

為替差益 85,647  

通貨スワップ評価益 2,011  

 

※２.営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 44,441 千円 

売上割引 48,645  

   

 

※３.特別利益のうち重要なもの 

債務保証損失引当金

戻入益 
3,260 千円 

 

※４.特別損失のうち重要なもの 

退職給付会計基準変

更時差異償却 
15,723 千円 

 

 

５.減価償却実施額 

有形固定資産 173,111 千円 

無形固定資産 7,368  

計 180,480   

※１.営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 273 千円

受取配当金 24,327  

為替差益 16,079  

 

 

※２.営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 46,314 千円

売上割引 40,648  

棚卸評価損 207,151  

 

※３.特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売却益 53,587 千円

 

 

※４.特別損失のうち重要なもの 

リコール損失引当金

繰入額 
100,000 千円

固定資産処分損 263,398  

 

５.減価償却実施額 

有形固定資産 146,490 千円

無形固定資産 7,367  

計 153,857   

※１.営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 866 千円

受取配当金 28,785  

為替差益 185,805  

通貨スワップ評価益 2,011  

 

※２.営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 88,407 千円

売上割引 103,915  

棚卸評価損 169,510  

 

※３.特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売却益 73,433 千円

 

 

※４.特別損失のうち重要なもの 

退職給付会計基準変

更時差異償却 
31,447 千円

 

 

５.減価償却実施額 

有形固定資産 392,936 千円

無形固定資産 15,010  

計 407,947   

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自平成 18 年３月 26 日 至平成 18 年９月 25 日） 

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前会計年度末株式数 

（株） 

当中間会計期間増加 

株式数 （株） 

当中間会計期間減少 

株式数 （株） 

当中間会計期間末 

株式数 （株） 

 普通株式 1,500 － － 1,500

   合計 1,500 － － 1,500
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 17 年９月 25 日） 

（自 平成 18 年３月 26 日 

至 平成 18 年９月 25 日） 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

取得価

額相当

額 

(千円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(千円) 

中間期

末残高

相当額 

(千円) 

機械装置 369,107 182,791 186,315 

車輌運搬具 6,450 4,997 1,452 

工具器具備

品 
109,134 73,454 35,679 

合計 484,691 261,243 223,447 

 

 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 66,245 千円 

１年超 157,202  

合計 223,447  

(注) 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 37,072 千円 

減価償却費相当額 37,072 千円 

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 

取得価

額相当

額 

(千円)

減価償

却累計

額相当

額 

(千円)

中間期

末残高

相当額

(千円)

機械装置 369,107 229,046 140,060

車輌運搬具 6,678 3,040 3,637

工具器具備

品 
74,304 49,368 24,935

無形固定資

産 
15,462 350 15,111

合計 465,551 281,806 183,745

(注)      同左 

 

 

 

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 63,636 千円

１年超 120,109

合計 183,745

(注)      同左 

 

 

 

 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 33,358 千円

減価償却費相当額 33,358 千円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

取得価

額相当

額 

(千円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(千円)

期末残

高相当

額 

(千円)

機械装置 369,107 205,919 163,188

車輌運搬具 10,128 5,765 4,362

工具器具備

品 
111,540 77,449 34,090

合計 490,775 289,133 201,641

 

 

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定しております。 

 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 64,233 千円

１年超 137,408

合計 201,641

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定して

おります。 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 72,667 千円

減価償却費相当額 72,667 千円

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 17 年９月 25 日） 

（自 平成 18 年３月 26 日 

至 平成 18 年９月 25 日） 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日） 

１株当たり純資産額 498 円 20 銭

１株当たり中間純損失金額 1 円 61 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、1 株当たり中間純損

失金額が計上されており、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 

１株当たり純資産額 374 円 13 銭

１株当たり中間損失額 78 円 97 銭

同左 

 

１株当たり純資産額 467 円 16 銭

１株当たり当期純損失金額 35 円 19 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、1 株当たり当期純損

失金額が計上されており、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

 

（注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

 
（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 17 年９月 25 日）

（自 平成 18 年３月 26 日 

至 平成 18 年９月 25 日） 

（自 平成 17 年３月 26 日 

至 平成 18 年３月 25 日）

中間（当期）純損失（千円） 14,524 712,939 317,772 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
14,524 712,939 317,772 

期中平均株式数（株） 9,030,000 9,028,500 9,029,592 

 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 


